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企業連携による支援策

地域復興マッチング
「結の場」

大手企業と被災地域企業との
マッチングを目的としたワーク
ショップを開催し、被災地域企
業の新たな取り組みを支援。

被災地域企業新事業
ハンズオン支援事業

被災地域における経営課題の
解決に向けた取り組みへの実
務支援（ハンズオン支援）を
実施。

専門家派遣集中支援事業

新たな事業を立ち上げる企業等
に対して、専門家・専門機関等
による集中支援。

民間企業と被災自治体
被災地企業と外部企業など

連携して展開する事業等を支援。
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企業間専門人材派遣支援
モデル事業

大手企業等の専門人材等を
被災地企業へ長期間し、
地域の人材不足を解消。

※平成２９年度開始



地域復興マッチング『結の場』の概要

被災地域企業

【経営課題（例）】

・ 新商品の開発手法が
わからない
・ 施設は復旧したが、
販路がない
・ 企画立案担当者などの
担い手不足

大手企業等

【支援提案（例）】

・自社ノウハウやアイデア
の提供
・社内販売、社員食堂等で
の販売機会提供
・人材育成支援・研修プロ
グラム提供

○ 支援企業は、被災地域の企業ニーズに応え、自社の利害を超えて、技術、
情報、販路など、自らの経営資源を被災地域企業に幅広く提供。

○ 被災地域企業は、通常のビジネスマッチングでは得られない販路やアイデア等
を得られる。

連携事業の創出

マッチング

支援
提案

課題相談

ワークショップ
において検討

課題
相談
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被災自治体において、支援企業と被災地域企業のマッチングを目的としたワーク
ショップを開催。



合 計 147社 （のべ）473社 220件

回 開催日 開催場所 地域企業 支援企業 マッチング件数

第1回 H24.11.28 宮城県石巻市 13社 35社 24件

第2回 H25.2.13 宮城県気仙沼市 10社 33社 26件

第3回 H25.11.7 宮城県南三陸町 6社 21社 5件

第4回 H25.12.4 宮城県亘理町 6社 19社 6件

第5回 H26.1.29 岩手県宮古市 6社 26社 13件

第6回 H26.2.6 福島県福島市 8社 26社 25件

第7回 H26.12.9 福島県南相馬市 8社 28社 16件

第8回 H27.1.22 宮城県多賀城市 7社 29社 7件

第9回 H27.2.5 岩手県大船渡市 9社 26社 14件

第10回 H27.2.13 宮城県気仙沼市 9社 26社 12件

第11回 H27.10.1 福島県会津若松市 9社 22社 21件

第12回 H27.10.7 岩手県久慈市 10社 27社 19件

第13回 H27.11.26 宮城県女川町 7社 36社 17件

第14回 H28.2.5 福島県広野町・楢葉町・富岡町・川内村 9社 27社 15件

第15回 H28.9.7 岩手県釜石市 ７社 22社 －

第16回 H28.9.8 岩手県山田町 ８社 17社 －

第17回 H28.11.8 福島県相馬市 ７社 24社 －

第18回 H28.11.14 宮城県東松島市 ８社 29社 －

『結の場』ワークショップ開催実績
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『結の場』主な成果事例

地域材利用拡大対策事業に向けたコラボレーションプロジェクト

被災地域企業（久慈市）

マルヒ製材
支援提案企業

イトーキ

南部アカマツの加工力家具等の商品開発・製造・販売

地元木材の活用、住宅分野以外への進出

公共施設向け大型ロビーチェア

地域材「南部アカマツ」

屋外公共空間製品の製造販売支援プロジェクト

遊具ステンレススライダー 部品寸法確認の模様

被災地域企業（南相馬市）

コワタコーポレーション
支援提案企業

コトブキ

新溶接技術等の高度技術公共施設の遊具事業

異分野である屋外公共分野への進出
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回 開催日 支援対象地域
想定される
参加企業業種

１９ １０月１９日（木） 宮城県名取市 水産加工業

２０ １０月２６日（木） 岩手県陸前高田市
食品加工業
小売業 等

２１ １１月１５日（水）
福島県田村市、
三春町、小野町

製造業
食品加工業 等

２２ １１月２２日（水） 宮城県岩沼市
製造業
印刷業

観光業 等

『結の場』平成２９年度ワークショップ

５



【支援体制】

被
災
地
企
業

等

復
興
庁

専
門
家
・専
門
機
関

支援案件ごとに体制を組み、
助言・指導にとどまらず、
企業等と共に事業化を推進

会員企業

会員企業

会員企業

会員企業

連携

グループ支援個社支援

支援

観
光
協
会

商
工
会
議
所

等支援

【ハンズオン支援の例】
（個社支援の例）

・市場調査、競合品調査、製品評価等の実施
・新たな販路や事業パートナーとのマッチング
・法律、会計、商取引等の専門家の紹介
・展示会出展費等、事業立ち上げに必要な経費の一部負担 等
（グループ支援の例）

・販路拡大やおもてなし人材育成のためのセミナーやワークショップの開催
・営業力強化のための販売促進ツール、誘客PR用のポスター・動画などの作成支援 等

被災地域企業新事業ハンズオン支援の概要

復興庁職員が、専門家や商工会議所等と連携し、被災地で経営課題の解決に取り組む企
業に対し、具体的な実務支援（ハンズオン支援）を実施。
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被災地域企業新事業ハンズオン支援 支援件数

年度 岩手県 宮城県 福島県 合計

H24年度 2件 4件 1件 7件

H25年度 2件 2件 3件 7件

H26年度 3件 4件 3件 10件

H27年度 4件 6件 5件 15件

H28年度 4件 4件 3件 11件

合計 15件 20件 15件 50件

H24年～28年度までに被災３県の事業50件に対して支援実施
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被災地域企業新事業ハンズオン支援 主な成果事例

ハラル認証対応レトルト食品の研究開発（宮城県岩沼市）

新規の販路開拓のため、ハラル認証取得を支
援。
製品化及びマレーシアでのテスト販売を実施。

水産加工業者等への支援（岩手県大船渡市）

「販路開拓・商品開発セミナー」を実施し、その
後、少人数制のワークショップや個別指導、展
示会等への出展支援を実施。

レトルト食品の盛り付け例

のもの 三陸産直市in上野駅 ８



専門家派遣集中支援事業の概要

新商品・サービスの開発

既存商品の高付加価値化

生産性向上・効率化

商業施設開発

集中支援

被災地域企業等

集中支援の具体的な内容

・専門家による調査・分析と経営者との面談に基づく改善提案（プロデュース支援）
・調査、評価、試験販売、販促活動等の外部専門機関の能力活用
（アウトソーシング）
・専門家による継続的な助言、指導、実務支援（ハンズオン支援）

専門家・専門機関が、被災地で新たな事業を立ち上げる企業やまちづくり会社
設立を検討中の協議会等に対し、市場調査等の集中支援を実施。

専 門 家

専門機関

+
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専門家派遣集中支援事業 主な成果事例等

ビジネスホテル立ち上げ支援（福島県富岡町）

●被災３県の事業６６件に対して支援実施

年度 岩手県 宮城県 福島県 合計

H27年度 7件 8件 6件 21件

H28年度 16件 17件 12件 45件 １０

ホテルの概要設計、オペレーションポリシー策定、組織づくり
等のソフト面の支援を実施。

商業施設「アバッセたかた」の開業にあたって、営業規則の策
定や販売促進のイベント開催等について支援を実施。

ビジネスホテル実地研修

商業施設「アバッセたかた」

商業施設の組織整備等支援（岩手県陸前高田市）



被災地の企業
専門人材を長期間（半年から２年）

派遣し、派遣先で就労しながら、企業
の課題解決に向けた取組を支援。

復興庁

企業Ａ

企業Ｃ

企業Ｂ

人材会社等

事業実施主体

企業間専門人材派遣支援モデル事業の概要

支援企業
大企業等の人事
部を通じた募集

被災地企業支援の
一環で、人材を派遣。
派遣された人材の育
成効果も期待できる。

専門人材を被災地企業に派
遣することで、被災地企業の

復興を支援

【想定される専門人材】
・雇用管理の部門
・生産管理の部門
・衛生管理の部門
・商品開発部門
・国内外営業部門
など

被
災
地
企
業
で
能
力
を

発
揮
す
る
た
め
の
事
前
研
修

②人材の募集

③研修の実施
①被災地企業の人材ニーズを発掘・整理

④求人開拓・マッチングを実施

⑤被災地企業で能力を
発揮できるようにサポート

製造現場の生産性
向上に従事

海外の販路構築に
従事

新商品開発の業務
に従事

プロジェクトを実施する
際の、その推進役とな
る専門人材を確保。

広報
Web広告等
により募集

１１

大企業等に属する専門的人材を被災地企業へ派遣し、経営改善等サポート。



企業間専門人材派遣支援モデル事業の奨励金制度

奨励金の内訳

住居費用 最大６０万円
１ヶ月１０万円を
最大６ヶ月

移転費用 最大６０万円
就業のために
必要な移転費用

研修費用 最大４０万円
１回あたり
上限５万円

職場改善費用 最大６０万円
ソフト事業で
上限６０万円

生活支援費用 最大１００万円
前職の収入を
下回るとき

専門人材の受入れ費用を補うため、被災事業者は、最大２００万円
まで、奨励金を受け取ることが可能。

※２人目の受入れは、最大１５０万円、３人目は、最大１００万円、４人目以降は支給なし。
１２



復興庁の公式Facebookでは、被災地の復興

状況やイベントの情報、地元自治体や企業、

ＮＰＯなどの取り組みをご紹介しています。

復興庁公式Facebookのアドレス

https://www.facebook.com/Fukkocho.JAPAN/

復興庁
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